
２０１９年１２月ドミニカ共和国内政，外交，経済定期報告 
 

２０２０年３月２０日 

在ドミニカ共和国日本大使館 

１ 内政 

（１）７日，現在，コロンビアにて勾留中のドミニカ（共）の麻薬組織幹部のセサル・エ

ミリオ・ペラルタ氏（通称「El Abusador」）のドミニカ（共）当局による取り調べは未

だ実施されておらず，米国への引き渡しについては未定である旨，当地紙が報じた。 

（２）１３日，メディーナ大統領は大統領令を発出し，空席となっていた外務省二国間担

当次官のポストにアルバ・マリア・アントニア・カブラル（通称「ペギー・カブラル」）

駐伊ドミニカ（共）大使を任命した。なお，同人は過去にPRD（ドミニカ革命党）党首を

務め１９９６年の大統領選にも出馬した故ペニャ・ゴメス氏の未亡人で同党幹部。 

 

２ 外交 

（１）１日，COP25出席のため，マドリードを訪問中のメディーナ大統領はスペイン国王

のフェリペ６世に謁見し，二国間関係につき意見交換を行った。 

（２）１日，バーンスタイン当地米国大使は，コロンビアにてドミニカ（共）の麻薬組織

幹部のセサル・エミリオ・ペラルタ氏（通称「El Abusador」）が逮捕されたことを受

け，モリーナ最高裁長官と会談を実施。 

（３）３日，当地米国大使館及びドミニカ（共）外務省は米・ドミニカ（共）国交樹立１

３５周年を祝する式典を実施。 

（４）３日，韓国海外農業技術開発事業（KOPIA）は，ドミニカ農牧林研究所（IDIAF）に

対して稲作関連機材の供与を実施。 

（５）８日，ミゲル・メヒーア地域統合政策担当大臣（無任所大臣，左派の小政党「統一

左翼」の事務局長を務め，主に社会主義国との関係強化を担当）は中国を訪問し二国間関

係促進のアジェンダについて協議した他，Zhang Run駐ドミニカ（共）中国大使とともに

歴史・文化地区を訪問。 

（６）８日，バルガス外相は，パナマで開催された第１３回中国・ラ米カリブ企業家サミ

ットに出席。 

（７）９日，バルガス外相は，１６日よりベネズエラ人渡航者に対して観光査証を必須と

する旨発表した。なお，外交旅券，公用旅券保持者の他，米国，シェンゲン，カナダ，英

国査証の保持者は同査証が免除される。１０日，グアイド・ベネズエラ暫定大統領は同措

置について遺憾であるとの声明を発表。 

（８）９日，中国の長江調査企画設計研究院（CISPDR）及び当国水利庁（INDRHI）はドミ

ニカ（共）の水利事業に係るプレ投資，投資，事業の調査に係る協力協定に合意した。フ

ェルナンデス水利庁長官は，以前より中国の水利技官が当地を訪問し，投資可能性につき



調査を継続していると述べた。 

（９）１２日，バルガス外相は，昨今のハイチ情勢について，人道危機に対応するために

地域及び国際社会による協力の施策が重要であるとの声明を発出。 

（１０）１７日，グスマン・ドミニカ郵便公社（INPOSDOM）長官は，中国にてMa 

Junsheng（馬軍勝）中国郵政長官と会談を実施し，郵政分野における協力促進に係る覚書

に合意した。 

（１１）１８日，当地リスティンディアリオ紙は，「２０１９年１１月に中国で開催され

た商業エキスポにおいて，中国企業計３０社が当国に最新製品を輸出する旨合意した。ま

た，同エキスポでは，ゴミ焼却所及び天然ガス発電所建設に係る２億７，０００万ドルの

投資の他，水利事業に係る３億５，０００万ドルの投資，低コスト住宅１万棟建設に係る

２億ドルの投資が発表された」と報じた。 

 

３ 経済 

（１）１２日，当国中央銀行経済研究所は，ドミニカ（共）におけるジニ係数が２０００

年は０．５１なるも，２０１８年には０．４４となり，社会経済格差が減少傾向にあると

発表。 

（２）１２日，ゲレーロ財務大臣は当地リスティンディアリオ紙のインタビューにおい

て，配電網整備に係る中国の６億ドルに上る融資について現在，議会で審議中であると述

べた。 

（３）１９日，当国下院において賛成９７，反対４，棄権３１の投票結果を以て，９，９

７１億１，９２０万ペソ（約１８９億４，５２６万ドル）に上る２０２０年予算法が承認

された。なお，同予算は２０１９年予算（９，２１８億１，０５４万ペソ）比で約８．１

７％増。一般歳出の主な内訳については，９０億４，０３０万ペソ（約１億７，１７７万

ドル）が社会サービス費，２０１億５，７６０万ペソ（約３億８，２９９万ドル）が教育

全日制導入費，５９億６，０５０万ペソ（約１億１，３２５万ドル）が幼児教育費，７億

２，０００万ペソ（約１，３６８万ドル）が健康保険費。 

（４）２３日，ビチャラ・ドミニカ電力公社（CDEEE）副総裁はプンタカタリーナ石炭火

力発電所第一基の商業オペレーションが既に開始し，１ヶ月あたり２，５００万ドルの電

力エネルギーを売却していると述べた。 

 

（別添１）経済指標 

（了） 


